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むすぴ

はじめに

前回 (第6巻 1号)においては,経済のサービ

ス化 ･ソフト化現象を市場価値分析の関連で考察

した｡こ.の中で,サービス化とソフト化とは異な

った概念であるにもかかわらず,それらが相互に

代替性を有しており,その背景にはマイクロエレ

クトロニクス革命に代表される,技術革新の波が

存在することを示した｡さらに,産業構造の変化

と所得水準の長期的推移を論じ,べティ･クラー

クの法則の妥当性について検討した｡

政策的視点からみるとき,経済企画庁の研究会

を中心に,サービス化 ･ソフト化がわが国の経済

にとって好ましいとの見解があるが,それについ

ての検討は全 くなされていない｡経済のサービス

化･ソフト化が歴史の必然的方向であるとしても,

それが好ましい現象かどうかは疑問である｡前回

この点について酸味にしたままであり,積み残し

た重要な課題である｡

わが国の将来を展望するとき,サービス化 ･ソ

フト化現象は経済的面だけでなく,社会的にも大

きな影響を与えることは間違いない.とくにその

影響は労働市場の変化によって顕在化する｡した

がって,サービス化 ･ソフト化が労働市場に及ぼ

す影響を明らかにする必要がある｡

結論めいたことを若干先にいえば,サービス

化 ･ソフト化現象は労働市場の流動化を促し,樵

造的地殻変動をもたらす｡というのは,前回示し

たように,サービス化 ･ソフト化とはストックの

きく生産的労働部門の縮少であり,ストックのき

かない労働の直接商品化への転移過程に密接にか

かわっているからである｡そのために,労働形態

は不安定になり,わが国に定着していた終身雇用

や年功序列的労働慣行は,重大な転機をむかえそ

うである｡

最近'Kおいて,女性のパート･タイマーなどの

労働形態が急増しているが,これもその代表的事

象であろう｡今後このような形態が進行すれば,

わが国の労働慣行は大きく崩れるはかりでなく;

賃金の相対的低下をもたらす可能性が大きい｡そ

の結果,経準社会の安定に重大な影響を与えるで

あろう｡

わが国が将来豊かで安定した社会を志向するた

めには,生活の基盤となる労働市場の安定化,と

くに雇用の維持と賃金水準の維持が不可欠であ

る｡そのためには,現在進行している労働市場

の流動化と構造変化を冷静に分析し,経済 ･社会

政策を行う必要がある｡本稿においては,このよ

うな視点にたって,労働市場の現状を分析し,若

干の政策的提言を行ってみたい｡
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Ⅰ サービス化 ･ソフト化と労働市場

(1)労働市場の構造的変化

最近,サービス化 ･ソ7日とが急速に進行して

いるといわれるが,経済のサービス化は,なにも

いま始まったことではない.それは,産業革命以

来100年にも及ぶ長期的傾向である.それにもかか

わらず,近年産業構造や労働市場が構造的に大き

く変化していることは事実であり,この点が本稿

での中心的論題である｡

最近生じている地殻変動は,ME (マイクロエ

レクトロニクス)革命に深く関連している｡すな

わち,ロボットやオフィスオートメーション (0

A)の普及,また軽薄短小化といわれる技術革新

は,産業構造や労働市場に大きな影響を与えてい

く｡ロボット技術の進歩は,製造業の生産性を高

め,それによって生産現場からの労働力の排除が

おこる｡つまり,労働力に対する資本 ･技術の代
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香が生ずる｡同様に,OAの普及は事務部門の労

働力を排除していく｡

また,集積回路 (IC)技術の進歩によって,

製品の軽薄短小化はますます進むが,これは,秩

やアルミなどの素材産業の衰退の原因になる｡し

たがって,従来わが国の経済成長の基盤であった

重化学工業の地盤は低下し,代わりにサービス業

やソフト産業などの労働集約的ないし知識集約的

産業の比重が高まる｡

このように,経済のサービス化 ･ソフト化は,

ME革命の進行に伴って加速化されている｡小野

朝夫氏は,製造業とサービス部門の雇用者の相対

的増減を循環的に捉え,近頃のサービス産業の増

大の異常さを指摘し,最近10年間の′tターンがそ

れ以前とはまったく相違している点を強調してい

る(注 1)｡その第1は,製造業の雇用吸収力はピ

ークをすぎた反面,製造業の雇用者比率の低下が

はば下限に達していることである｡第2に,最近

のサービス雇用はかなり異常に膨張しており,そ

れ以前の長期的傾向と大きく希離していることで

図1.産業用ロボットの生産台数と生産金枝の推移
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(汰) 日本産業用ロボット工業会調べ
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ある｡

第1の点については,重化学工業の全盛期が終

蔦した反面 製造業における労働力の合理化がほ

は一段落してきたと同時に,そ?産出額のシェア

が下げ止まっていることに対応している (注2)0

第2の点は,サービス化 ･ソフト化現象に対応

しているが,今後の雇用政策を考える際に極めて

重要である.まず,後に示すように,サービス部

門の雇用者の異常膨張は,｢雇用の水ぶくれ｣ない

し ｢サービス業の自己増殖｣というべき現象とか

かわっている｡飯田経夫氏は,このような現象に

ある種のいかがわしさを感じると常々主張してい

る｡彼によると,健全なモノからの希離,製品に

おける極端な差別化,高付加価値的サービスなど,

現在進行しているサービス化 ･ソフト化にいかが

わしさを感じ,健全な物欲を軸にする経済運営を

唱道する (江 3)C

すでに指摘したように,最近におけるサービス

業の異常膨張は,ME革命の浸透に深くかかわっ

ている｡たとえは,ロボットの生産台数と生産金

額の推移であるが,昭和50年頃から急速に増加し

ている(図1)｡それはちょうど,製造業の雇用構

成が急速に低下した時期に符号する｡

もちろん,製造業の雇用の相対的減少は,単に

ロボットなどの省力化技術の普及だけによるもの

ではない｡石油危機以後の素材産業の構造的不況

に依るところが大きいが,ME革命の浸透 (軽薄

短小技術も含む)の影響も除々に大きくなってき

たことも事実である｡その証拠には,素材産業の

停滞は,石油危機の一時的なものではなく,経済

が立ち直った以後ずっと続いている｡換言すれば,

ME技術の進行によって,高度経済成長の産業構

造が不可逆的に変化しつつあり,それに対応して

労働市場も変質してきたのである｡

(2) 肥大化するサービス産業の実情

それでは,わが国の労働市場の構造はどのよう

に変化するであろうか｡r2000年の日本Jにおける

産業別就業者数の推移と展望を示すと,蓑1にな

る｡ここで注目すべきことは,1970年から80年に

おいて,第2次産業の就業人口は,約130万人増加

したが,就業人口比率は35.2%から34.8%-と低

下した｡西暦2000年においても,第2次産業の就

業人口は若干増加するものの,その比率は33.3%

へ低下すると予測されている｡

一方,第3次産業は,1970年から80年にかけて,

600万人余も増加し,その比率も47.3%から54.5%

へと上昇した｡この増加の大部分は,サービス業

等において生じている｡2000年においても,第3

次産業は1980年より約900万人増加するとされ,そ

の大部分はサービス業等で生じると予測されてい

る｡

もし,この推計が妥当するならは,サービス業

等は2000年までに何らかのかたちで,雇用を創出

しつづける必要がある｡この推計の根拠が正当で

あるかどうかは別として,皮肉ないい方をすれば,

とにかくサービス業等の雇用吸収力は大いに期待

されているのである｡

それでは,最近における雇用吸収力の顕著な産

業を具体的にみてみよう｡これが表2である｡こ

の裏からわかるように,雇用吸収力の高い業種は,

高度成長期のものとはかなり性格を異にする｡

水野氏は,雇用吸収力比率の高いものを3つの

グループに大別している｡第1の産業グループは,

小学校 ･中学校 ･高校 ･専修学校･各種学校など,

教育に従事する産業である｡第2は,病院 ･一般

診療所 ･歯科診療所 ･老人福祉施設などの医療や

社会福祉に結びついた分野である｡しかしながら,

これらのグループは,絶対数からして,サービス

業等の構成を大きく上昇させるのには,貢献して

いない｡

第3の産業のグループは,すし屋 ･そば屋 ･う

どん屋,/:一･キャバレー･ナイトクラブ,食堂,

レストラン,酒場 ･ビヤホール,契茶店などであ

り,このグル-プは雇用吸収力が顕著であり,そ

の増加数は50-56年で86万人にも及んでいる｡さ

らに,これらの産業の後方に位置する酒や各種の

食料品,その他の食料品小売業の拡大を誘発して

おり,それはまた,飲料,生鮮魚貝類,野菜 ･果

実,食肉などの卸売業の従業員を増加させる｡

このような考察から,サービス化現象における

不健全さやいかがわしさの輪郭は,徐々に明らか

になってくる｡すなわち,最近増大した産業ゐ多

くは,かつては賎業とされたものである｡たとえ

ば,蓑2のその他の庶民金融機関というのは,浴
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蓑 1 就業構造の展望

産業 重美別就業者数 (万人､車 ) 年平均増加率(S)1970年 1980年 2000年 1970一一1980年 1980-2000年

第 1 次 産 業 886(17.4) 577く10.4) 308く 4.9) △ 4.2 △ 3.1

第 2 次 産 業 1,791(35.2) 1.925(34.8) 2,110(33.3) 0_7 0.5

化 学 等 195く 3.8) 175( 3.2) 145.( 2.3) △ 1.1 △ 0.9

一 次 金 属 82( 1.6) 67( 1.2) 54( 0.9) △ 2.0 △ 1.1

機 械 527く10.3) 538( 9.7) 893(14.1) 0.20.1 2.6△ 3.0
そ の 他 593(ll.6) 597(10.8) 328( 5.2)

建 設 業 394( 7.7) 548( 9.9) 690(10.9) 3.42.30.3 1.21.30.4

第 3 次 産 業 2,409(47.3) 3,019(54.5) 3,912(61.8)

電気 .ガス .水道業 29( 0.6) 30( 0.5) 33( 0.5)

金融 .保険 .不動産菓 132( 2.6) 191( 3.5) 241( 3.8) 3.80.8 1.20.1

運 輸 .通 信 業 324( 6.4) 350( 6.3) 355( 5.6)

サ ー ビ ス 業 等 1.924･(37.8) 2,448(44.2) 3.283(52.0) 2.40ー8 1.50.7

(騰考)1.総理府統計局 ｢国勢調査Jr労働力調査｣及び経済企画庁総合計画局推計に
上る0

2. 1m 年及び1卸 年の計は分軒不明を含む｡

3. ｢労働力調査｣べ-スの推計である｡
4.労働力人口は､ ｢国勢調査｣ベースで推計しており､労働力需要供給を単純
に比較することはできない｡
5. ( )内の数値は練成比であるO

(出所)r狐氾年の日本.I(経済企画庁嗣 ),シリーズZ,72ページ｡
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表2 最近における雇用吸収の顕著な産業

ニ慧諾 0- lo歩 10-20帝 20-SOS 30- 505 50〆以上

0～10rS 械器具卸売業*ほカJ.5業種(うち5業藩主■酔つき) ｢般物 自動車茎遺 書運 動 競 技 場 *公認会計士事務所土木建築サービス業 その他の専r恥｣ゼス業

10～20g 野菜 .果実卸売業 匪街村雌拭前売葉書そば .うどん 産業用枚械漁具賃貸

生 鮮 魚介 卸 売業 バー.キヤJ{t/一等 百 貨

食料 .飲料卸売業す し 星中小企業 .庶民金融仏 教 系 宗 教*高 専 教 育 機 関幼 稚 囲専修 .各種学 校 自 動 車 小 売 業医薬品.化粧品小売書籍 .文房具小売駐 車 場 .莱病 院一 般 診 療 所経 済 瓦 体 *梱 包 業 *

20.～305 婦人 .子供服小売 食 肉 卸 売 業 ♯喫 茶 特殊 教 育語学

各項 食料 品 小 売その他の飲食料品小売食堂 .レス トラソ不 動 産 賃 貸 業貸 家 .貸 間 美莫 容 業 *社 会 教 育児 童 福 祉 事 業 他に分類されない個人サJiビス事業サエビス業*非 営 利 団 体*療 術 業* 精薄 等福祉事

30～50i 酒場 .ビヤホール ■句D他の社会保験等*歯 科 診 療 月建物サ.- ビ ス老 人 福 祉 施 情報サービス業

資料 :総理府統計局r事業所統計調査J
注 :1.掲出の産業は50-53年お}:ぴ53-56年の2つの期間において.従業員数の増加率がプラスで､かつ
増加数が5,000人以上のもの
2.･r印の付されていない産業は47-50年においても上記の条件をみたすもの

(出所) r東洋経済.J､近経シ1)-ズNa67.41ページ､1983年O

にいう｢サラ金｣がほとんどで,現在社会問題化

している ｢サラ金地獄｣の根源でもある｡このよ

うな産業が繁栄しても,より良い社会にはなりそ

うもない｡また,統計上表われにくい欲望産業一

一 トルコプロ,ポルノショップ,愛人バンク-

などは,現在 1兆円産業といわれており,それら

は地下経済と深くかかわっている｡

それではなぜ,かつては賎業といわれた産業が

これほど肥大化しつつあるのだろうか｡それは,

すでに指摘した経済の基本的問題と深く関連して

いる｡すなわち,人間が市場経済で生活するため

には,何らかの職を得,貨幣を得なければならな

いからであり,第 1次産業や第2次産業で雇用吸

収力が低下するにつれ,その他としての産業 (第

3次産業)が相対的に大きくならざるを得ない｡

この場合,第3次産業の銀行,教育機関,公的

部門など,いわゆるよい職業は,永続的に大きく

伸びていくことはなく,また最近における行政改

革の波は,それらの雇用吸収力を抑制している｡

代わって,小売業,卸業などの流通産業の雇用吸

収力に期待がかけられ,ある程度までそれに応え

ることが可能である｡事実,シソゲルマンが採用

した産業分類基準に基づいて,サービス部門内に

おける流通サービスの雇用者の構成比は,約45%

になっており,サービス部門中最大である(注4)｡

しかし,最近のように流通戦争といわれる段階に

なり,淘汰の時代に入ると,当然流通産業の雇用

吸収力は低下する｡
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とすれば,行き場のなくなった労働力は,生き

るために賎業であろうと何であろうと,自分で職

を兄い出した り,自ら作り出さねばならない｡あ

る意味で,中国において大量の得業 (失業)青年

が,古道具屋をしたり,手作り製品を作って何と

か生活していることと摸似している｡人間が生き

ていくことは,本当は大変なことなのである｡

現状を直視すれば,わが国において不健全ない

かがわしいと思われる職業の就業人口が増加する

傾向にあり,それが行き場のなくなった労働力の

吸収源になっているようである｡したがって,政

府や一部の学者のいうように,経済のサービス

化 ･ソフト化は,決っして健全な姿で進行してい

るわけでもないし,好ましいわけでもない｡この

点を十分考慮して,今後の経済 ･社会政策を行う

必要がある｡
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ⅠⅠ 日本的労働市場の地殻変動

(1) サービス化 ･ソフト化と経済成長 ･雇用

わが国には,大企業と中小企業という産業の二

重構造に対応して,賃金の二重構造が存在する｡

この二重構造は,昭和30年代を通じて大きな問題

となり,わが国経済の後進性を示すものとされた｡

この場合の二重構造の底辺をなしていたものは,

過剰労働力をかかえていた農業部門と,非効率的

な中小零細の下請企業であった｡

30年代後半から40年代のいわゆる経済の高度成

長期を通じて,重化学工業がめざましく発展し,

農業部門の過剰労働力が工業に吸収され,中小零

細企業の多くも近代化し,賃金の二重構造は徐々

に解消されていった｡それと共に,わが国の二重

構造は,単に経済の後進性を示すものではなく,

むしろわが国経済の活力の源泉である,というよ

うなプラスの評価もなされるようになった｡この

図2.規模別賃金格差と失業率･経済成長率の推移

■ l l従業員 5m 人以上

30-99人

′′5-29人 ′,＼ ′

′･､':､了 仇 忘 二｢.I

35 40 45 47 49 51 53 55 57

(昭和年)

(注)経済企画庁.労働省資料より作成｡
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時期,労働市場においても,労働需要が旺盛であ

り,失業率は1%台で推移し,はば完全雇用状態

にあった｡

ところが,1973年の石油危機は,わが国の高度

経済成長路線に致命的な打撃を与え,同時に石油

依存型の重化学工業の時代の終りを意味した｡経

済は低成長期に移行し,それ以後は5%成長もむ
づかしくなっている｡それと共に,失業者も増大

傾向になり,最近では3%へ近づきつつある｡大

企業と中小零細企業との賃金格差も拡大しはじめ

ており,｢新たな二重構造｣といわれる現象も顕著
になってきた (図2,注5)｡

このような状況の中で経済のサービス化 ･ソフ

ト化が進んでいるわけであるが,その経済成長に

及ぼす影響はあまり明らかにされていない｡

経済のサービス化 ･ソフト化は,重化学工業に

依拠する物理的財の需要を低下させ,経済成長の

足を引っはる要因になる｡M･E革命による製品の

軽薄短小化は,旧来の重化学工業の凋落を加速さ

せる｡たとえサービス業が拡大しても,それは設

備投資が比較的少ない産業であるから,それによ

って経済が大きく牽引されることは期待できな

い｡すなわち,サービス化 ･ソフト化に伴い,乗

数原理や加速度原理が有効に作動しなくなり,経

済成長の誘因が低下する｡

もちろん,経済が低成長になったからといって

も,成長する企業も産業もあるが,刻々と構造的

変化が生じているときは,経済的諸資源は(労軌

資本など)は衰退産業から成長産業-と移ってい

く｡

労働力に関し,産業間での移動が弾力的に行わ

れる場合には,失業は増大することはないが,実

蓑 3 性 ･年齢階級別失業の集中度(1981年)

資料出所 日 本 絵理府統計局｢労働力調査｣
アメリカ 労働省bEhTPloymentand.Earnj喝8"
イギリス 雇用省aEmploymentBazetteh
西ドイツ =LOAyearBookOf工且tN Stat18tlce"

(注)1)イギリスは1982年7月の数字｡

2)- の集稚 -労芸慧 語 ㌔ 雷器 諾 完‰
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際には労働力の移動は弾力的に行われないから摩

擦的失業は増大する｡とくにわが国のように労働

市場が硬直的な場合は,一時的失業ではなく,樵

造的失業となり,失業率は増大する｡

資本の場合も同様に,経済のサービス化 ･ソフ

ト化に伴って,その陳腐化する度合が大きくなり,

成長力の低下要因になる｡資本は労働力よりもっ

と転用がきかない経済資源である｡つまり,半導

体産業やソフトウェア産業が発展しているからと

いって,過剰のアルミ精練施設を転用することは

できない｡技術革新の進歩が速くなるほど,資本

の陳腐化は早くなり,設備投資のリスクは増大す

るから(注6),それは設備投資を萎縮させ,ひい

ては経済成長の低下につながっていく｡

また,経済のサービス化 ･ソフト化は別の意味

で経済成長の低下につながる恐れがある｡その一

つは,地下経済 (アンダーグランドエコノミー)

の存在であり,それはサービス化 ･ソフト化と深

くかかわっている｡ソフト化 ･サービス化の進展

と共に,わけのわからない職業 (すでに述べたい

図3. 年齢別女子労働力率の国際比較

(勅

15 3] 25 30 35 40 45 5)
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
19 24 29 34 39 44 49 54

年 ･ 齢 Ji Cn

凶 捨理府 r労血力調査｣,丁メ ー)力 ｢StatlStLCalAbstracl of the

unlted states｣,西 ドイツ ｢StallStlSChcs Jahrbuch｣.フランス

rAnnualr Statl■tlqtle de la FTanCCJよt)作成｡

かがわしい分野も含めて)が増加し,旧来の産業

分頬では律しきれない業種が出現し,統計上も脱

漏が増えてくる｡GNPの測定自身にも問題が生
じ,経済のサービス化 ･ソフト化に対して,GN
Pの測定はネガティブな方向に作用する可能性も

大きい (注7)｡

さらに,雇用の悪化や賃金の格差を拡大させる

要田として,労働力の高齢化がある｡わが国は先

進諸外国に比較して,中高年齢層(とくに男子の場

令)の失業が極めて高い(表3)｡中高年齢層の再

就職の道は極めて厳しく,賃金水準も低いのが実

情である｡21世紀は未曽有の高齢化社会といわれ

るが,人口構造の歪からくる雇用問題は,わが国

の最大の経済的課題であるといっても過言ではな

い｡

(2) 流動化 ･二極化する労働市場

わが国の労働市場の特徴は,終身雇用,年功序

列,企業別組合にあるといわれ,それが労働市場

の硬直性の原因とみられている｡労働市場の硬直

性は,新規の参入者にとっては不利であるけれど

ち,既存の就業者にとっては有利に働き,それは

労働者の生活の安定に寄与するものである｡逆に,

労働市場が流動化してくると,新規の参入者にと

っては有利となるけれども,既職者には不利とな

り,また,労働者の生活の安定は損あれる傾向が

生ずる｡経済のサービス化 ･ソフト化が進むと,

労働市場の流動化が促進され 後者の傾向が顕著

になっていく｡

労働市場の流動化の主因は,すでに強調したサ

ービス化 ･ソフト化にあり,ストックのきかない

労働形態への変化にあるが,もう一つの大きな原

因として,それに伴う女性労働力の職場進出にあ

る｡わが国は,一昔前までは女性は家庭でという

思想がかなり強かったけれども,最近は仕事をも

つという志向が高まっており,女性の職場進出が

著しい｡とくに,主婦を中心とした女性のパート

タイマーが著しく増加しており,その数は約300万

人に達している(注8)｡いまやわが国の女子労働

力の水準は,欧米と同程度に達している'(図3)0

わが国において,40代から50代の中高年層の女

子労働力率が高く,図3でM字型をなしているこ
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とが特徴である｡この原因としては,よく知られ

ているように,結婚･出産で職場を離れた婦人が,

子育てが終ったころに再び職場に回帰することに

ある｡

パートタイマーのような労働形態が増えた原因

を,今度は需要 (企業)側からみると,そこには

石油ショック以後の低成長に対応しようとする姿

勢がある｡元来,高度経済成長における臨時 ･日

雇労働者は景気の調整弁として利用されていた｡

ところが,石油ショック以後になると,大企業に

おいては臨時 ･日雇労働者は合理化の一環として

減少傾向を示したが,中小企業においては,その

数は逆に急増している (表4)0

このことから,大企業が臨時 ･日雇を景気の緩

衝剤と考えているのに対し,中小企業では経営の

合理化の一環として,安価で便利な労働力として

利用されるよう-羊なったことがわかる｡つまり,

景気変動の波を受けやすい中小企業にとって,疏

動性の高い労働力こそ,サービス化する中でピッ

クリだったのである (表5)｡

それでは,中小企業を中心に労働の流動化の主

役になったものは何かといえは,それは一口で言

えば,すでに述べた女性パートである.事実,臨

時 ･日雇名義の女子の割合は,昭和35年で28%だ

ったものが,40年には47%,57年には68%に増加

している (注9)0

このような現象の深化と共に,｢労働市場の二極
化｣と呼ぶべき事態が頗著になっている｡二極化

現象とは,大企業と中小企業という二重構造では

なく,大企業 ･中小企業にかかわらず,待遇が保

証されている正規の従業員 (正社員)と,そうで

ない臨時 ･パートなどに分化し,賃金格差も大き

くかつ恒常的になっていく現象として定義され

る｡この実例を図4に示すが,このような企業形

態は,最近では珍らしいものではない｡労働市場

の二極化は,就業形態の悪化につながるはかりで

表4 規模別･雇用形態別雇用者数
(単位 :1000人､〆)

昭和29年 35 41 47 50 56

① 従 業 者 計 18,788 25.732 34,413 43,949 45.117 51.545

② 国､地方.公金体 2,225 2,574 3,157 4.949 5.264 5.584

③ 民営lCKX)人以上雇用者. 1.626 1,979 2,257 2,721 2,597 2,236

④ 有給役員､常 雇 1.530 1,788 2,148 2,633 2,526 2,176

⑤ 臨 時 .日 雇 96 192 109 88 71 61

⑥ 馬琴1∝0人欄 用者 ll.824 16.513 23.545 30.176 30,989 36.633

⑦ 有給役員.常 雇 10.978 15.215 21.762 27,768 27.986 33.322

⑧ 臨 時 .日 雇 845 1.297 1.784 2.408 3,003 3.312

@/@ 6 ■10 5 3 3 3

@/@ 7 8 8 8 10 9

②+㊨/(9 20 17 15 17 17 15

②/① 12 10 9 ll 12 ll

(筒考 )1.総理府統計局｢事業所統計｣にJ:る｡
2.従業者には業主､家族従業者を含む｡
3.雇用者は有給役員､常雇､臨時･日雇の計｡
4.臨時･日雇は1カ月未満の雇用契約の日々 雇用のもの｡

(出所)rEBPJ(経済企画協会)､他147,1984年.75ページ｡
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表5 常用パー トタイム労働者等の採用理由別企業数の割合

(単位 ¢)

産 業

採用している

企 業

の
い
帯
処

た

目
し
間
対

る

1
忙
時
に
す
め

費

安
る
め

件

割
な

人

が
と
た

雇
勤
長

て

･
延
し

再
用
務

と

調査 産業 計

鉱 業

建 設 業

製 造 業

卸売･小売業

卸 売 業

小 売 業

金融･保険業

不 動 産 業

運輸･通信業

熟 磁歪
サービス業

(76.9)100.0

く50.0)100.0

く66.8)100.0

(772)100.0

(82.7)100.0

(81.2)100.0

(84.7)100.0

(51.8)100.0

く71.6)100.0

(72.8)100.0

(46.2)100.0

(74.9)100.0

4

6

3

2

1

6

0

4

1

3

7

5

6

5

6

7

5

7

2

7

4

7

6

4

1

1

1

5

4

3

3

2

3

6

2

6

0

3

5

7

4

0

4

2

4

9

6

8

5

8

0

1

1

1

1

9
･
4

一

3
･
4

0
･
9

7
･
2

7
･
7

6
･
6

0
･
6

1
･
2

2
･
1

6
･
7

M

l

1

l

1

1

3

1

3

3

8

3

0

0

6

4

0

月り

3

1

5

3

0

4
一

0
7

6

0

5

0

4

3

3

1

3

4

3

4

3

3

3

5

2

0

6

C8

5

cc

5

0

6

9

0

0

0

8

5

8

9

8

0

9

1

4

7

5

4

1

3

2

2

3

4

4

1

2

3

4

2

1

8

9

8

2

9

0

5

7

0

5

2

0

3

1

0

3

9

8

1

6

5

1

2

3

1

1

1

1

1

1

1

2

1

7

cc

1

0

7

3

0

1

8

2

9

7

6

7

0

3

2

3

3

6

4

.4

4

2

2

3

2

2

2

1

2

2

2

9
･
4

1

4
･
0

8
･
1

0
･
3

0
･
5

0
･
0

4
･
9

3
･
1

4
･
9

8
･
3

4
･
9

2

2

3

2

2

2

1

1

1

2

資料出所 労働省 ｢尾用管理調査｣(昭和54年)
(症 ) 複数回答のため合計は100を超えるb

なく,次に述べる終身雇用や年功序列的慣行を破

凄し,生活の安定を損 う要因となりかねない点で

重大である｡

(3) 終身雇用と年功序列の実情と将来

終身雇用,年功序列,企業別組合は,わが国労

働市場の ｢三種の神器｣といわれ,それはあたか

も普遍的な労働慣行と思われている｡しかし決っ

してそうではなく,この日本的労働慣行は,戦後

の経済民主化を基点にし,高度経済成長の中で確

立されたものである｡戦前のわが国の労働市場は,

終身雇用や年功序列的なものとは程遠く,また労

働組合活動も厳しく規制されていた｡そのような

中から,｢女工哀史｣のような悲惨な物語も生まれ
たのである｡

戦後の高度経済成長においては,労働力は逼迫

し,また,企業利益も高水準に維持された｡この

ような状況で,終身雇用や年功序列的な慣行が実

効的に確立してきたわけであるが,その中味を調

べてみると,すべての企業においてその労働慣行

が浸透していたわけではない｡横幕雅夫氏は,終

身雇用は,公的部門と大企業を中心に浸透したこ

とを認めながらも,規模1,000人以上の大企業でも

約5割の人が終身雇用ではなく,一万100-999人

の中小企業でも約3割の人が終身雇用的であるこ

とを示している (注9)｡

同様に年功序列も一様に慣行化されているわけ

ではない｡年功序列制が最も強固に維持されてい

る分野は,公務員や公共企業体などの公的部門で

ある｡大企業も統計平均的には年功序列的である

けれども,個々の企業をみると,能力給を導入し
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図 4. 賃金の二極分化の一例

3

R

は

相

.
n

T

カ

月

の

真

金

(
万
円
)

-

// 正社員 の給与

/ (所定外 も含む)

労血省調査による . /所定内給与

∵､+こ
a) 25 3) 35 40 45 5) 55

年 l舌CT)

飽 1. 千薫県のあるビニール加工会社 (従糞旦約 40名)正社且は男子のみ.

/{･- トはすべて主婦で動削 i退6日｡昭和58年の数字｡

2. 労曲者の調査は,企菜規模10-99人の製造薫.男子標準労点者につ

いて (昭和 57年,｢賃金f一道基本調査｣)｡

ている場合が多い｡一方,中小企業は必らずLも

年功順列的でなく,能力的賃金体系が多くみられ

またある年齢に達すると,賃金は頭打ちないし減

少する傾向がある｡

石油ショック以後,経済が低成長期に移行し,

労働力が過剰気味になるにつれ,終身雇用や年功

序列の基礎的条件が失われてきた｡そして,この

ことは経済のサービス化 ･ソフト化,女性の職場

進出,高齢労働力の増加などの要田によって,普

すます加速されている｡

かくして,高度経済成長期に確立したとみられ

た終身雇用や年功序列的労働慣行は,徐々に崩壊

しつつある｡それが好ましいか好ましくないかと

いう問題は,社会大衆の価値観に依存するが,経

済生活の安定という面からみれば,決して好まし

い現象とはいえない｡

21世紀のわが国は,未曽有の高齢化社会だとい

われる｡この社会を安定的なものにするためには,

労働市場の安定が必須であり,そこからの分配の

公正化が重要である｡サービス化 ･ソフト化が進

む中で生じている様々な現象- 新たな二重構造

の出現,労働市場の二極分化,女性パートや高齢

労働力の増加による流動化- など,そしてその

帰結としての終身雇用や年功序列の崩壊現象をみ

ていると,わが国の労働市場は全般的に悪化傾向

にあるといえよう｡このような弊害を阻止するた

めに,われわれは早急に労働市場の改革に取り組

む必要がある｡

ⅠⅠⅠ 若干の政策的提言

(1)ME革命への対応

1960年代の高度経済成長を担った技術は,自動

辛,テレビ,カメラなどの大衆民生用製品に関す

るものであった｡魅力的な様々な民生用製品の登

場が大きな需要を創出し,経済成長の牽引車とな

った｡

ところが,73年の石油危機を契機に,経済は停

滞し,同時に自動車やテレビに匹敵するような大

きなヒット商品は現われなくなってしまった｡技

術的にも,経済の成長因子は弱化し,｢もはや技術

なし｣というような論調も現われた｡

そのような状況の中から,MEを中心とする技

術が急速に進歩し,経済社会に大きなインパクト

を与えるようになった｡その代表的技術が,すで

に述べた,ロボット,OA,光通信などの技術で

ある｡

自動車やテレビが需要創出型の技術であるのに

反し,ME技術はどちらかといえば,供給側にお

ける合理化 ･省力化に関するものである｡18世紀

の末,蒸気税関が発明され,それまでの畜力や人

力は,動力におきかえられた｡蒸気機関の発明と

工業-の応用は,肉体労働を機械 (資本)によっ

て代替させるものであり,それは肉体労働者の職

を奪うものであった｡かくして,19世紀前半のイ

ギリスにおいて,羊毛工業や紡績工業における機

械の導入が,職人や労働者を失業させたり,賃金

の切り下げにつながった｡このような事態に対処

するために,職人や労働者は機械うちこわし運動

を展開したが(ラダイツ),結局,このような暴力

的手段をもってしても,産業革命の大きなうねり

を食い止めることはできなかったし,科学技術の

進歩も停止することはなかった｡

今日進行しているME革命をみるとき,ラダイ
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ツの悪夢と全く無縁だとはいいきれない｡ME革

命は,人間の単純な頭脳までコンピューターで代

替しており,単純な頭脳労働者は職場から排除さ

れる傾向にある｡OAなどはその代表であり,あ

る大手の会社では,今まで20人以上でしていた経

理部門の仕事が,OA化によって,4-5名まで

に省力化し,その技術を他社に売り込んでいる｡

また,ソロバンができる女子高校の卒業者の恰好

の職場であった銀行や証券会社などの分野で,0
Aによってどんどん合理化が進んでいる｡そこか

ら排除された労働力は,すでにみたようなサービ

ス業中心に吸収されていく｡単純頭脳労働力に対

する資本の代替は着実に進んでいる｡

ME技術の利用形態を現状のままで放置すれ

ば,かつてのラダイツのように,コンピューター

うちこわし運動が出てくる可能性がないとはいえ

ない｡その可能性は単に失業という経済的面から

ではなく,MEによる健康の破壊という生理的面

からも存在する(注10)｡そうであれば,人間は何

のために科学技術を進歩させてきたのかわからな

い｡しかし,かつての産業革命の進行と同様,技

術革新の潮流を止めることはできないし,そのよ

うなことをすることが賢明とも思われない｡

われわれが未来社会において重要なことは,料

学技術の成果を人間に還元することであり,それ

によってより良い社会を作り出すことである｡そ

のためには,ロボットやOAによって合理化され

た労働力を排除するのではなく,労働時間の短縮

に向け,余暇を作り出し,それを文化 ･芸術など

の人間本来の活動に振り向けることである｡そう

すれば,雇用問題は深刻化せず,人間と機械の共

栄が可能になるであろう (荏ll)0

もちろん,わが国のように企業間競争が激烈を

極める経済にあっては,労働時間を短縮すること

は容易ではない｡事実,他の先進国に比較して,

わが国の労働時間は長い｡たとえは,わが国の製

造業の労働者1人当たりの労働時間は,年間 (昭

和57年)2,136時間であるのに対して,西 ドイツが

1,682時間,フランスが1.707時間,アメリカが

1,851時間,イギリスが1,888時間であり,国際貿

易磨擦の要因として,わが国は他の先進国から批

判されている｡

この問題を解決するために,政府が中心となっ

て,企業に対して労働時間の短縮の指導や法的規

制を行う必要がある｡また,経営者もME化に対

応して労働時間の短縮に努力することが望まれ

る｡と同時に,労働者自身も,労働時間の短縮の

見返 りに,賃金上昇を我慢するという哲学の転換

が要請されている｡

(2) 労働形態の劣悪化-の対応

本稿では,経済のソフト化･サービス化現象が,

r2000年の日本Jで展望しているようには,必ずし

も好ましい現象ではないことを強調した｡その理

由としては何よりも労働形態の劣悪化である｡具

体的には,第1に,ソフト化 ･サービス化に伴う

職業形態のいかがわしさであり,第2に賃金の二

重構造,二極分化にみられる賃金構造の悪化であ

り,それと関連して,戦後培われた日本的終身雇

用や年功順列の崩壊現象である｡

まず第1の職業形態のいかがわしさの進行であ

るが,もちろん,すでに述べたバー･キャバレー,

サラリーマン金融,セックス産業などがすべて悪

だとか,隈業だなどときめつける‡っけではない｡

昔から職業に貴賎はないといわれるが,現在進行

しているいかがわしさには,そのようなニュアン

スのものとはかなり異なり,その中には退廃的風

潮が感じられる｡その代表的都市が ｢東京｣であ

り,その集積する街が ｢新宿｣であるが,それは

高度産業社会の結末における徒花であるといえよ

う｡

いまの東京に似た現象が一世紀以上前,ロンド

にも現われたとしたら,それは単なる偶然の一致

であろうか｡当時のイギリスは産業革命が成功し,

近代国家としての基盤が強化され,国際的にも覇

権を確立した絶頂期にあった｡その反面,資本家

階級と労働者階級の二極化が進み,貧富の差が大

きくなった｡人口の都市集中が進み,スラムが生

まれ,公衆衛生が悪化し,さらには性風俗が乱れ,

売春婦が巷にあふれた時代である (注12)｡

わが国に一世紀以上も前のロンドンのような退

廃をもたらさないためには,何らかの対策が必要

である｡たとえは,いかがわしい商売の取り締り

を強化することも,一つの方法である｡しかし,

そのような方法だけでは,根本から問題を解決す
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ることにはならない｡むしろ,青少年が誇りと希

望をもって働きうる機会を創出してやることこそ

重要である｡また,お金さえ手にすることなら何

でもする,という風潮を排除し,社会の底辺で働

くことの大切さを植えつけることである｡そのた

めには,底辺で働く人々に光を当てる政策が要請

される｡

次に,第2の点に関してであるが,この問題に

対処することは,なかなかむづかしい｡賃金の二

重構造の解消することは,重要ではあるが,具体

的対策となると厄介である｡なぜならば,大企業

- 親会社,中小企業- 下請けという二重構造

は,構造的なものであり,それに起因する賃金の

二重構造は何加ともしがたい面がある｡したがっ

て,この二重構造に対処するためには,次節で述

べるように,再分配政策の是正によるほうが賢明

であろう｡

賃金の二極分化に対処することも重要である

が,この問題は,すでに述べたように,主婦パー

トに深くかかわっている｡そもそも主婦パートは,

苦しい家計の主婦が生計を助けるために,時間を

限って働くものであった｡しかし,今日の状態を

みると,必ずしもそうではない｡中高年の主婦層

が働きに出ることによって,図5に示すように,

世帯主 (夫)の所得の高い主婦が多く働きに出て

おり,主婦の労働進出によって,世帯単位の所得

が平準化するわけではない｡

主婦が働きに出ることは,世帯主の所得水準が

低く家計が苦しい場合は理解できるが,そうでな

い場合は,それによって分配の不平等が生じる｡

見方によっては,そのような主婦の行動は,他の

社会的弱者 失業者,母子家庭,高齢者,身体

障害者など- の職を狭はめ,雇用の焼会を奪っ

ていることになる｡

したがって,主婦パートなどに対して何らかの

歯止めをかける必要がある｡但し,このような政

策は個人の労働基本権に抵触する恐れもあり,慎

重に行う必要がある｡たとえは,税制の改定であ

る｡すなわち,主婦パートに対する一律的課税や

扶養控除という現行の課税制を改め,夫の収入の

多少によって課税を行うという方法である｡さら

にもうー歩進めて,イギリスやフランスにみられ

るような,夫婦ないし世帯単位の税制を検討して

もよいであろう (注13)0

一方,労働力の需要側 (企業)に対しても,主

婦バートなどの雇用に対する規制を検討すべきで

あろう｡たとえば,業種別や企業の大小別にバー

トや臨時雇などの相対比率の上限を定め,それ以

上にバートや臨時雇を使 うことを禁止すること

は,労働力の劣悪化への歯止めに有効である｡

(3) 再分配政策の再検討

市場経済はいうまでもなく,市場機構によって

作動している｡分配の問題は市場枚構に委ねられ

るけれども,市場の機構は万能というわけではな

図5.(I)所得階層別にみた妻の所得と働いている
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く,重大な欠陥が存在する｡経済のソフト化 ･サ

ービス化が進み,また社会の情報化が進展したと

しても,その欠陥は決っして解消されるものでは

ない｡

市場経済における分配は,極めて厄介な問題を

含んでいる｡というのは,分配が市場社会の様々

な要因によって規定されているからである｡個人

的所得の決定要因をあえて大別すれば,第1に個

人的所得の決定能力(実力),第2に社会的階層や

制度,第3に市場構造と雇用機会となるであろう｡

第1の点に関し,実力のある人は経済活動を通

じてより大きな所得を手にするが,競争が完全で

あれは,これが個人的分配の決定要因である｡と

ころが,いかなる経済社会でも所得の獲得競争は

完全でもないし,フェアでもない｡資本家,有産

階層に属する人々は,その競争に有利な社会環境

にある｡これが第2の決定要因であり,この要田

は,経済のソフト化 ･サービス化の進展と共に解

消される性格のものではない｡

第3の点は,市場構造に依存しており,多分に

運 ･不運にも関係している｡終身雇用が慣行にな

っている社会では,どのような職を得るかが,所

得獲得の要因になる｡一般的にいって,すでにみ

たように,大企業 ･公官庁などに勤めたほうが所

得水準が高く,雇用も安定している｡ただ,経済

のソフト化 ･サービス化に伴って,大企業におけ

る就業者は減少しつつあり,また最近の行政改革

のあおりで,公官庁への就職も厳しさを増してい

る｡つまり,世間でいう良好な雇用機会が減少し

ている｡

所得の極端な不平等が好ましいものでないなら

は,分配 ･再分配政策を通じてそれを平準化する

必要がある｡第1の要因に関して,経済のソフト

化が進み,｢知恵を売る｣時代になると,能力差以

上に所得格差が大きくなる傾向が生ずるが,この

個人的実力差からくる分配の歪は,累進課税制に

よる是正が有効である｡第2の点に関する所得や

富の偏在は,適正な相続税が効果的である｡わが

国の ｢財産は一代限り｣という思想は,社会階層

の平準化と,経済社会の活性化に役立っている｡

問題は第3の要因に起因する所得分配の歪に関

する対策である｡経済の二重構造に起因する分配

の格差を是正するためには,大企業や公官庁の勤

務者の所得水準を低くし,逆に中小零細企業の勤

務者の所得水準を引き上げるような政策を行えば

よい｡しかし,このような政策は市場社会では実

行が困難である｡したがって,このような分配の

歪には,分配政策より年金などの再分配政策によ

って行うことが有効である｡すなわち,現職のと

き所得水準が低かった中小零細企業の勤務者の年

金を相対的●に多くしてやり,生涯所得の平準化を

図ることである｡そのためには,大企業や公官庁

の勤務者に有利となっている現行制度を改める必

要がある｡経済の.ソフト化 ･サービス化に伴い,

労働形態が多様化する状況においては,また終身

雇用や年功序列が崩れていく状態にあっては,午

金などの再分配政策の公正化はわが国社会の最重

要課題といえる｡

む す び

前稿と本稿の2回にわたり,サービス化 ･ソフ

ト化現象を市場価値分析との関連において分析し

た｡

まず,前稿において,市場の基礎的分析を行な

い,サービス化とソフト化のもつ意味を明確にし,

その相違点を明らかにした｡サービス化とは,直

接モノの生産に関与しない労働形態への進行であ

り,労働の直接商品化である｡したがって,生産

要素としての労働とは異なり,サービスは労働を

本来的にストックできないという特散をもつ｡た

だし,生産要素としての労働とサービスとの区別

は不明確であり,現実には生産要素ともサービス

とも区別しえないような労働形態や産業 (いわゆ

る2.5次産業)が増加していることを示した｡今後

とも,従来のコ-リン･クラークの区分法では律

しきれない産業形態が増加するであろう｡

ソフト化とは,産業ないし企業内で直接生産に

従事しない部門 (企画,調査,販売,ソフトウェ

アなど)の比重が大きくなることである｡もしそ

れらの部門を産業ないし企業内で処理するなら

は,公式統計においては,サービス化は表われな

い｡しかし,それを外部化したり,製造部門から

排除された労働力がサービス業-と転化した場合

は,統計上もサービス業の増大として表わされる｡

つまり,サービス化とソフト化とは異なった概念
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であるが,それらは密接に関連しており,代替的

関係がある｡

次に,産業構造の傾向的変化をべティの法則と

の関連で分析 し,それが先進国でどのような妥当

性を有しているかを論じた｡とくに,べティの法

則が進むと,それに対する反作用力が強くなり,

ベティの法則が限界に近ずくことを示し,実際に

アメ1)カやまっが国ではその限界に近ずいているこ

とを示唆した｡同時に,第3次産業の所得水準が

低下する傾向を指摘し,第3次産業の脆弱性を強

調した｡

また,産業構造と技術革新の関連性を重視し,

現在進行しているサービス化 ･ソフト化が,ME

革命に付随した現象であることを示した｡その中

で,産業構造が完全に変質し,べティの法則を超

える革命的技術革新の可能性を示唆した｡

本稿においては,前稿の基礎的分析を踏まえ,

サービス化 ･ソフト化が労働市場へ及ぼす影響を

中心に論述した｡

第 1に,わが国のサービス化 ･ソフト化の実情

と労働市場の地殻変動を考察した｡その結果,最

近のサービス化は,かっての高度成長期とは臭っ

たパターンを有しており,その中味は,必ずしも

よくいわれるような知識集約的なものではなく,

雇用吸収の多 くは,外食産業,バー･キャJ,'レ-,

サラ金など,どちらかといえはいかがわしい業種

か,一昔なら賎業といわれる業種によってなされ

ていることがわかった｡したがって,r2000年の日
本』で述べているような,好ましい現象とはいえ

ないことを強調した｡

第2に,サービス化 ･ソ7日との複合的現象と

して,労働市場に流動化が生じ,雇用形態が変質

してくる｡主婦などの女性パートの増加は,旧来

強調された大企業と中小企業の待偶格差という

｢労働市場の二重構造｣ばかりでなく,｢労働市場
の二極分化｣というべき現象をもたらす｡｢労働市

場の二極分化｣とは,大企業や中小企業にかかわ

らず,正社員とパート･臨時雇などに二極分化し,

その賃金格差も大きくなる現象として定義される

が,このような現象がかなり進行しつつあること

を指摘した｡

経済のサービス化 ･ソフト化に伴う労働市場の

流動化や二極分化の当然の帰結として,終身雇用

や年功順列などの労働慣行が崩れていく｡このこ

とが,わが国将来の経済社会の不安定要田になる

ことは十分考えられる｡

最後に,サービス化 ･ソ7日とと労働市場の分

析の総括として,若干の政策的提言を行った｡そ

の骨子は,一つめとして,ME革命-の対応であ

る｡その中でME技術によって労働者を排除する

のではなく,その成果を労働者に還元することの

重要性を指摘し,そのためには経営者だけでなく,

労働者も哲学の変更が求められることを指摘し

た｡二つめとして,労働市場の二極化など,雇用

形態の劣悪化-の対応であり,具体的には主婦パ

ートなどの安易な労働供給を規制し,良好な労働

条件を保持することである｡三つめとして,サー

ビス化･ソフト化に伴う分配･再分配の考察から,

生涯所得を平準化するような政策の必要性を提言

した｡とくに,分配壇横の欠陥を再分配機構で補

完する際に,現行の再分配政策に発想の転換が重

要であることを強調した｡

われわれが,将来の社会を安定的で実り豊かな

ものにするために,現在進行中のサービス化 ･ソ

フト化現象を冷静に分析し,そのための社会的 ･

経済的諸条件の整備に取り組むことが要請されて

いるのである｡
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(r東洋経済J,昭和59年7月14日発行)を参照のこ
と｡

(7)青田和男 ｢経済の構造変化と経済成長率の低下

(下)｣(rESPJ,Na147,1984年)0
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(9)横幕雅夫 ｢日本の労働市場のカストマーズ性を
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な身体的症状を訴える労働者が急増している｡さ

らに,精神的障害も問題になっており,OAなど
に対する健康対策が必要である｡
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(12)榊二郎 ｢ロンドン･東京二都物語｣(rVoiceJ6

月号,昭和59年)｡

(13) 詳しくは,八代尚宏著 r女性労働の経済分析j
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と｡


